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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　飛行時間型（ＴＯＦ）質量分析器内で分離されたイオンを検出するための検出システム
であって、
　イオンを二次粒子のパケットに変換して、前記二次粒子のパケットを増幅するための増
幅構成を備え、
　前記増幅構成は、二次粒子の各パケットが時間的な隔たりがある少なくとも第１の出力
および第２の出力を生成し、前記第１および第２の出力の生成間の遅延の間、二次粒子の
パケットによって生成された前記第１の出力を使用して、前記同じパケットによって生成
される前記第２の出力を変調するよう構成された、検出システム。
【請求項２】
　前記二次粒子は、電子、二次イオンおよび光子からなる群から選択される、請求項１に
記載の検出システム。
【請求項３】
　前記遅延は、大幅に利得を得ることなく、前記二次粒子のパケットを遅延線で伝播させ
ることによって提供される、請求項１または２に記載の検出システム。
【請求項４】
　前記遅延は、場合により、電子パケットを含む前記二次粒子のパケットが飛行管中を移
動する際に前記二次粒子のパケットに焦点を合わせるため、前記飛行管内に電子光学レン
ズを備える前記飛行管を備える、請求項１～３のいずれか一項に記載の検出システム。
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【請求項５】
　前記飛行管は、（ｉ）ゼロもしくは低電場領域、または、（ｉｉ）０．０１～１００の
総利得を提供するダイノードセットを備える、請求項４に記載の検出システム。
【請求項６】
　前記遅延は、光遅延線を含む、請求項１～３のいずれか一項に記載の検出システム。
【請求項７】
　前記光遅延線は、光ファイバを含む、請求項６に記載の検出システム。
【請求項８】
　前記第２の出力の前記変調は、前記遅延の終端部に位置するゲートを使用して実施され
、前記二次粒子のパケットはそのゲートを通過して、第２の検出位置に到達し、そこでは
前記第２の出力が生成され、前記ゲートは、前記第１の出力に基づく制御信号に応じて前
記ゲートを通過する前記パケットの強度を調整するよう動作可能である、請求項１～７の
いずれか一項に記載の検出システム。
【請求項９】
　前記ゲートは、（ａ）電子パケットの一部を調整し、その結果、前記調整された部分が
第２の増幅段によって増幅されないようにするために通電させることができる１つもしく
は複数の電極、または、（ｂ）直列に配列された１組のダイノードであって、前記１組の
ダイノードの第１のダイノードは、その中に多数の開口部が構成され、電子パケット内の
前記電子の一部は、その開口部を通じて前記１組のダイノードの第２のダイノード（前記
第１のダイノードの下流）に到達することができ、それにより、電子パケットは２つの流
れに分割され、前記１組のダイノードの前記第１および第２のダイノードのそれぞれから
１つずつ流れが進行し、前記流れの少なくとも１つは、前記流れが再度合流して前記第２
の出力を生成する前に、前記第１の出力に基づいてその強度が変調される、ダイノードを
備えるか、あるいは、（ｃ）前記ゲートは、オプトエレクトロニクス変調デバイスである
、請求項８に記載の検出システム。
【請求項１０】
　第１の検出手段は、前記二次粒子のパケットの少なくとも一部をサンプリングして、前
記第１の出力を生成し、前記第１の出力は、制御電子回路に供給され、制御電子回路は、
前記第１の出力に応じて、制御信号を生成するように適合され、前記第２の出力を生成す
る前に、前記ゲートを操作して前記同じパケットの前記強度を調整することによって、前
記第２の出力も変調される、請求項８または９に記載の検出システム。
【請求項１１】
　前記ゲートを操作して前記パケット強度を調整するための前記制御信号は、前記第１の
出力の前記強度が閾値を上回る場合にのみ生成される、請求項１０に記載の検出システム
。
【請求項１２】
　前記ゲートによって前記二次粒子のパケットを調整するための係数は、データ取得シス
テムに供給され、前記データ取得システムは、前記第２の出力を受信し、その結果、前記
係数を前記第２の出力に乗ずることができる、請求項８～１１のいずれか一項に記載の検
出システム。
【請求項１３】
　前記第１の出力は、前記増幅構成の第１の増幅段の後の第１の検出器位置で生成され、
前記第２の出力は、前記増幅構成の第２の増幅段の後の第２の検出器位置で生成され、
　前記第１の増幅段は、マイクロチャネルプレート（ＭＣＰ）または離散ダイノード電子
増倍管を備え、前記第２の増幅段は、マイクロチャネルプレート（ＭＣＰ）または離散ダ
イノード電子増倍管と、場合により、それに続く加速間隙と、シンチレータと、光子検出
器とを備える、請求項１～１２のいずれか一項に記載の検出システム。
【請求項１４】
　前記第１の出力は、前記増幅構成の第１の増幅段の後の第１の検出器位置で生成され、
前記第１の増幅段は、前記イオンを電子を含む二次粒子のパケットに変換し、前記第１の
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増幅段で生成された前記電子は、前記第１の検出器位置でまたはその後で光子に変換され
、前記光子は、前記光遅延線を通って移動し、次いで、前記光子は、光電子増倍管によっ
て電子に変換され、前記光電子増倍管は、二次電子放出またはアバランシェダイオードま
たはダイオードのアレイのいずれかを使用する、請求項６または７に記載の検出システム
。
【請求項１５】
　前記遅延は、好ましくは、少なくとも１ナノ秒（ｎｓ）の遅延時間を提供し、場合によ
り、次の範囲、すなわち、１～５ｎｓ、５～１０ｎｓ、１０～１５ｎｓ、１５～２０ｎｓ
、２０～２５ｎｓ、２５～３０ｎｓ、３０～３５ｎｓ、３５～４０ｎｓ、４０～４５ｎｓ
、４５～５０ｎｓのいずれか１つの範囲内にある、請求項１～１４のいずれか一項に記載
の検出システム。
【請求項１６】
　イオンを生成するためのイオン源と、質量分析器を通るイオンの飛行時間に応じて前記
生成イオンを分離するための飛行時間型質量分析器と、前記質量分析器によって分離され
た前記イオンを検出するための請求項１～１５のいずれか一項に記載の検出システムとを
備える質量分析計。
【請求項１７】
　イオンを検出するための方法であって、
　イオンを二次粒子のパケットに変換して、前記パケットを増幅する工程と、
　各パケットから時間的な隔たりがある少なくとも第１の出力および第２の出力を生成す
る工程と、を含み、
　前記第１および第２の出力の生成間の遅延は、二次粒子のパケットによって生成された
前記第１の出力を使用して、前記同じパケットによって生成される前記第２の出力を変調
するものである、方法。
【請求項１８】
　イオンのパケットを検出するための検出システムであって、
　前記イオンのパケットを二次粒子のパケットに変換して、前記二次粒子のパケットを増
幅するための増幅構成を備え、
　前記増幅構成は、二次粒子の各パケットが遅延によって時間的な隔たりがある少なくと
も第１の出力および第２の出力を生成し、前記第１および第２の出力の生成間の前記遅延
の間、二次粒子のパケットによって生成された前記第１の出力を使用して、前記同じパケ
ットによって生成される前記第２の出力を変調するよう構成され、前記イオンのパケット
ならびに／または前記第１および第２の出力間の前記遅延は、その持続時間が実質的にサ
ブマイクロ秒である、検出システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、イオン検出システムおよびイオンを検出するための方法に関する。本システ
ムおよび方法は、飛行時間型質量分析計に有用であり、したがって、本発明は、さらに、
イオン検出システムを備える質量分析計、具体的には、飛行時間型質量分析計に関する。
【背景技術】
【０００２】
　飛行時間型（ＴＯＦ）質量分析計は、飛行経路に沿ったイオンの飛行時間に基づいてイ
オンの質量電荷比（ｍ／ｚ）を決定するために幅広く使用される。イオンは、短イオンパ
ルスの形でパルスイオン源から放出され、真空空間を通る所定の飛行経路に沿って、イオ
ン検出器に衝突するか、または、イオン検出器を通過するように導かれる。次いで、検出
器は、データ取得システムに出力を提供する。イオン源は、イオンが一定の運動エネルギ
ーでイオン源から出てしばらくすると検出器に到達するよう構成され、到達時間はイオン
の質量に依存し、イオンの質量が大きいほど遅くなる。イオン源から放出されたイオンパ
ルスはこのように飛行経路に沿って分離され、その結果、イオンは、多数の短イオンパケ
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ットの状態で検出器に到達し、各パケットは、特定の質量（ｍ／ｚ）のまたは質量範囲が
制限された１つまたは複数のイオン（通常、数ナノ秒（ｎｓ）長である）を含む。したが
って、検出器は、この時間スケールでのイオンパケットの分解に必要とされる。検出器は
、通常、二次電子放出タイプのものであり、その結果、イオンパケットは、検出器で電子
パケットを生成し、電子パケットは、二次電子放出によって通常１０5～１０8倍で増幅さ
れる。パケット内のイオンの数がパケットごとに広い範囲にわたって異なる場合は、検出
器および／またはデータ取得システムの飽和が起こり得る。最も強度が高いイオンパケッ
トによって飽和を回避するために検出器の利得が低減される場合は、検出器は、最も強度
が低いイオンパケットの検出に対する感度が不十分である可能性がある。したがって、検
出器のダイナミックレンジを低下させることになる。その上、検出器の寿命は、高強度イ
オンパケットの影響によって短縮される恐れがある。
【０００３】
　現在、ＴＯＦ質量分析における検出のダイナミックレンジの拡張に対し、以下の技法が
公知である。
【０００４】
　欧州特許第１２１５７１１号明細書では、後続の走査での抽出前にイオンの透過率を切
り替える工程を伴う方法について説明されている。しかし、この方法は、感度を低下させ
、高強度イオンパケットに対する検出器の保護に欠ける。
【０００５】
　別の手法は、例えば、米国特許第６，６７４，０６８号明細書および国際公開第２００
８／０４６５９４号パンフレットで説明されているような、イオンパケットの中間検出後
のイオンパケットのオンザフライ変調である。この手法は、追加の検出器や、飛行経路に
おける複数の時間焦点を必要とし、一部の飛行経路タイプでは実現不可能であるという欠
点を有する。
【０００６】
　２つ以上の検出器へのイオンの分割については、米国特許第７，１２６，１１４号明細
書および米国特許出願公開第２００２／０１７５２９２号明細書で説明されている。検出
器が異なる利得を有し、検出器の出力を統合することができるような構成については、米
国特許第６，８６４，４７９号明細書および米国特許第６，９４０，０６６号明細書で説
明されている。これらの構成では、２つ以上の別々の検出器を必要とすることに加えて、
高強度イオンパケットに対する検出器の保護にも欠ける。
【０００７】
　さらに、さらなる方法論が公知であり、同様の寸法（米国特許第５，７７７，３２６号
明細書で説明されているような）または異なる寸法（米国特許第４，６９１，１６０号明
細書、米国特許第６，２２９，１４２号明細書、国際公開第９９／３８１９１号パンフレ
ット、米国特許第６，６４６，２５２号明細書で説明されているような）の複数の陽極間
でのイオンによって生成された電子パケットの分割、より多くの増幅チャネルにわたる電
子パケットの拡大（米国特許第６，９０６，３１８号明細書および米国特許第７，１４１
，７８５号明細書で説明されているような）、および、異なる利得を有する２つ以上のデ
ータ取得チャネルを使用した電子パケットの検出を含む。
【０００８】
　これらの技法の大半は、イオンパケットのオンザフライ変調以外は、高強度イオンパケ
ットに対して検出器に何の保護も提供しない。しかし、イオン源からＴＯＦ分析器を通る
イオン透過を、現システムにおける現在の数パーセントから将来のシステムにおける可能
性として５０パーセント超まで増加することは、検出器へのイオン束が最大で１０8イオ
ン／秒超まで達し得ることを意味する。これは、検出器の寿命を許容し難いレベル（例え
ば、数時間）まで短縮することになるため、対処する必要がある。
【０００９】
　検出器利得のオンザフライ変調は、ＴＯＦ質量分析計よりも、検出の後続段階を停止す
るために検出の中間段階に十分な時間をかけ、変調の速度はミリ秒またはマイクロ秒程度
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である低速走査の質量分析計と関連して、国際公開第２００６／０１４２８６号パンフレ
ット（米国特許第７，２３８，９３６号明細書）で説明されている。そのような先行技術
のデバイスでは、入射イオン信号の立ち上がり時間（例えば、四重極型、ＲＦイオントラ
ップ型またはセクター型ＭＳでの質量走査の間）は十分長く、後に到達するイオンに作用
する動的スイッチングは信号を適切に変調するのに十分である。しかし、その中で説明さ
れている検出器は、入射イオンパケットによる信号の立ち上がりおよび立ち下がり時間が
通常数ナノ秒（ｎｓ）長程度である、ＴＯＦ質量分析計でのイオンの検出にも、高速走査
の質量分析計でのイオンの検出にも適さない。
【００１０】
　それに応じて、ＴＯＦ質量分析における荷電粒子の検出を改良する必要性も残っている
。上記の背景を考慮して、本発明が行われた。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の一態様によれば、イオンを検出するための検出システムであって、イオンを二
次粒子のパケットに変換して、二次粒子のパケットを増幅するための増幅構成を備え、増
幅構成は、二次粒子の各パケットが遅延によって時間的な隔たりがある少なくとも第１の
出力および第２の出力を生成し、第１および第２の出力の生成間の遅延の間、二次粒子の
パケットによって生成された第１の出力を使用して、同じパケットによって生成される第
２の出力を変調するよう構成された、検出システムを提供する。
【００１２】
　本発明の別の態様によれば、
　イオンを検出するための検出システムであって、
　イオンを二次粒子のパケットに変換して、パケットを増幅するための増幅構成を備え、
　増幅構成は、二次粒子の各パケットが少なくとも、増幅構成の第１の検出器位置で第１
の出力を生成し、増幅構成の第１の検出器位置の下流の第２の検出器位置で第２の出力を
生成するよう構成され、
　増幅構成は、二次粒子のパケットによって生成された第１の出力が二次粒子の同じパケ
ットによって生成される第２の出力の利得を制御するのに十分な、第１の検出器位置と第
２の検出器位置との間の遅延経路を用いてさらに構成された、検出システムを提供する。
【００１３】
　本発明のさらに別の態様によれば、イオンを検出するための方法であって、
　イオンを二次粒子のパケットに変換して、パケットを増幅する工程と、
　二次粒子の各パケットから少なくとも第１の出力および第２の出力を生成する工程とを
含み、二次粒子のパケットによって生成された第１の出力を使用して、同じパケットによ
って生成される第２の出力を変調する第１および第２の出力の生成間に十分な遅延が提供
される、方法を提供する。
【００１４】
　二次粒子は、電子、二次イオンおよび光子からなる群から選択することができる。二次
粒子のパケットは、通常、電子のパケット（電子パケット）を含み、電子パケットは、場
合により、光子のパケットに変換してから電子に変換し直し、第２の出力を生成する。任
意選択の光子への変換により、第１および第２の出力間の電気的減結合が可能となる（す
なわち、光子変換は、それによって電気的に減結合された第１および第２の出力の光結合
を実現する）。
【００１５】
　本発明は、有利には、ＴＯＦ検出器としての使用に適するように、二次粒子の個々のパ
ケットのオンザフライ（すなわち、動的）変調を実現する。この変調により、飽和限界を
下回った状態で検出システムの両出力を維持することが可能になり、したがって、十分に
増加されたダイナミックレンジを提供することができる。例えば、第１の出力は、常に飽
和レベル未満となるよう構成することができ、第１の出力を使用した第２の出力の変調は
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、好ましくは、第２の出力が飽和レベルまたは非線形状態に達しないことを保証する。そ
の上、高強度イオンパケットの影響から検出システムを保護することができ、それは特に
、第２の出力の変調が、第２の出力を生成する前に二次粒子のパケットを減衰させる工程
を含む実施形態に該当する。したがって、本発明は、同じ応用で使用された先行技術のシ
ステムと比較すると、寿命が増加された検出システムを提供することができる。本発明は
、例えば、複数のチャネルおよび複数の利得を利用する先行技術のＴＯＦ用の検出システ
ムと比較すると、コストを削減し、複雑性を軽減して、実施することができる。
【００１６】
　本検出システムは、二次粒子の同じパケットを使用して第１および第２の出力を生成す
る（すなわち、１つのイオンパケットから生成される）が、第１および第２の出力の生成
間でパケットの十分な遅延が生じ、その結果、第１の出力を使用して、第２の出力を変調
することができるため、ＴＯＦ質量分析に適する。言い換えれば、本発明は、現代の高速
電子回路が二次粒子のパケットのオンザフライ変調を実現するのに十分な時間によって、
第１の出力が生成される第１の位置と、第２の出力が生成される第２の位置とへパケット
の到達を分離する十分な透過または飛行経路の実現に基づく。
【００１７】
　上述の通り、検出システムは、飛行時間型（ＴＯＦ）質量分析器で分離されたイオンの
検出に特に有用である。すなわち、電子パケットに変換されるイオンは、特に、飛行時間
型（ＴＯＦ）質量分析器で分離されたイオンである。したがって、検出されるイオンは、
飛行時間型（ＴＯＦ）質量分析器で分離されたイオンであることが好ましい。それに応じ
て、イオンは、具体的には、分離されたイオンパケットの形であり得、その結果、各イオ
ンパケットが電子パケットに変換される。本明細書では、イオンパケットは、１つまたは
複数のイオンを含む。本発明は、有利には、飛行時間型（ＴＯＦ）質量分析計用の高ダイ
ナミックレンジ検出システムを提供することができる。ＴＯＦ質量分析器は、好ましくは
、直交加速ＴＯＦ質量分析器または多重反射ＴＯＦ質量分析器である。ＴＯＦ質量分析器
は、イオン貯蔵部の有無にかかわらず提供することができる。
【００１８】
　それに応じて、さらなる態様では、本発明は、イオンを生成するためのイオン源と、質
量分析器を通るイオンの飛行時間に応じて生成イオンを分離するための飛行時間型質量分
析器と、質量分析器によって分離されたイオンを検出するための本発明による検出システ
ムとを備える質量分析計を提供する。
【００１９】
　しかし、本発明は、必ずしもＴＯＦ質量分析計での使用に限定されるわけではなく、例
えば、四重極型、イオントラップ型および磁場セクター型質量分析計など、イオンを検出
するための他のタイプの質量分析計で使用することができる。本発明は、イオンパケット
の長さが短い、好ましくは、実質的にサブマイクロ秒（１μｓ未満）のイオンパケットの
検出に適用可能である。
【００２０】
　それに応じて、本発明のさらなる態様では、好ましくは質量分析計で、イオンのパケッ
トを検出するための検出システムであって、イオンのパケットを二次粒子のパケットに変
換して、二次粒子のパケットを増幅するための増幅構成を備え、増幅構成は、二次粒子の
各パケットが遅延によって時間的な隔たりがある少なくとも第１の出力および第２の出力
を生成し、第１および第２の出力の生成間の遅延の間、二次粒子のパケットによって生成
された第１の出力を使用して、同じパケットによって生成される第２の出力を変調するよ
う構成され、イオンのパケットならびに／または第１および第２の出力間の遅延は、その
持続時間が実質的にサブマイクロ秒である、検出システムを提供する。
【００２１】
　質量分析計は、当技術分野で公知の任意のもの、例えば、ＭＡＬＤＩ、ＥＳＩ、ＥＩ、
ＡＰＩなどの任意の適切なタイプのイオン源を備え得る。
【００２２】



(7) JP 5908495 B2 2016.4.26

10

20

30

40

50

　遅延線は、電子パケット（電子遅延）または光子パケット（光遅延）を遅延する遅延線
であり得る。本発明は、好ましくは、大幅に利得を得ることなく（例えば、１００以下（
特に０．０１～１００）、好ましくは５以下（特に０．５～５）、より好ましくは１以下
（特に０．３～１）の範囲内の利得係数で）、二次粒子のパケットの長時間伝播（すなわ
ち、遅延における）を可能にする工程を含む。遅延は、好ましくは、遅延経路によって提
供され、遅延経路は、好ましくは、二次粒子のパケット用の透過または飛行経路であり、
同経路は、増幅構成において、データ取得システムに送信される出力が生成される第１の
検出器位置から第２の検出器位置までの十分に長い経路を提供し、その結果、二次粒子の
パケットが遅延経路を横断するのに要する時間は、第１の検出器位置でパケットをサンプ
リングし、そこから生成された出力（第１の出力）を使用して、下流の第２の検出器位置
で同じパケットから生成された出力（第２の出力）を変調できるほどである。遅延経路は
、好ましくは、二次粒子のパケットが実質的に増幅を受けない（好ましくは、約１以下の
利得）経路である。あるいは、二次粒子のパケットは、遅延経路内で低度の増幅（例えば
、約１００以下（例えば、０．０１～１００）、好ましくは５以下（例えば、０．５～５
）の利得係数）を受け得る。遅延経路は、好ましくは、特にパケットが電子パケットであ
るところには飛行管を備える。飛行管内には１つまたは複数の電子またはイオン光学レン
ズを設けて、電子パケットが飛行管中を移動する際に電子パケットに焦点を合わせること
ができる。適切な飛行管は、（ｉ）好ましくは、低利得のもしくは利得のない（例えば、
５以下もしくは１以下の利得）、好ましくは、移動電子パケットのサイズを制限するため
の１つもしくは複数の静電もしくは磁気レンズを備え、電子が高エネルギー（例えば、数
百～数千ｅＶ、例えば、１００～１０，０００ｅＶ）で横断するゼロもしくは低電場領域
、または、（ｉｉ）ダイノードにわたる電子伝播の低速度に起因する遅延の発生を伴い、
低い総利得（例えば、５以下、例えば、０．５～５）を提供するダイノードセットのいず
れか１つを備え得る。
【００２３】
　第２の出力の変調は、例えば、増幅構成の第２の検出位置に印加される１つもしくは複
数の電圧を調整することによって、または、さらに下流の第２の出力の利得を調整するこ
と、例えば、データ取得システムの飽和を回避するために第２の出力を増幅する前置増幅
器の利得を調整することによって、第２の出力の利得を調整する工程を含み得る。好まし
くは、第２の出力の変調は、第２の検出位置の上流のゲートを使用して実施され、二次粒
子のパケットはそのゲートを通過して第２の検出位置に到達し、ゲートは、第１の出力に
基づく制御信号に応じてゲートを通過するパケットの強度を調整（好ましくは減衰）する
よう動作可能である。したがって、ゲート制御信号は、好ましくは、二次粒子のパケット
によって生成された第１の出力に基づくものであり、ゲートを操作して、パケットがゲー
トを通過する際に同じパケットの強度を調整し、それにより、同じパケットによって生成
される第２の出力を変調するためのものである。ゲートは、好ましくは、遅延経路の終端
部、すなわち、第２の検出位置に最も近い終端部に位置する。好ましくは、パケットが遅
延経路（例えば、飛行管）に沿って移動する際、ゲートは、遅延経路の終端部で同時にオ
ンに切り替えられ（例えば、第１の出力に基づく制御信号に応じて）、第２の増幅段（以
下で、説明される）および／または第２の検出位置に向けてパケットがゲートを通過する
際にパケットの強度を調整する。
【００２４】
　ゲートは、電子減衰光学系の任意の構成、例えば、任意の１つまたは複数の電極または
ダイノードを備え得る。ゲートは、電子パケットの一部を調整し、その結果、調整部分が
第２の増幅段によって増幅されないようにするために、すなわち、そこへ制御電圧を印加
することによって通電させることができる１つまたは複数の電極（この文脈ではダイノー
ドでもあり得る）を備え得る。例えば、１つまたは複数の電極（この文脈ではダイノード
でもあり得る）を通電させ、電子パケットの一部を偏向させるかまたははじき出して、そ
の結果、偏向されたまたははじき出された部分が第２の増幅段によって増幅されないよう
にすることができる。いくつかの実施形態では、ゲートは、直列に配列された（少なくと
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も）１組のダイノードであって、１組のダイノードの第１のダイノードは、その中に多数
の開口部が構成され、電子パケット内の電子の一部は、その開口部を通じて１組のダイノ
ードの第２のダイノード（第１のダイノードの下流）に到達することができ、それにより
、電子パケットは２つの流れに分割され、１組のダイノードの第１および第２のダイノー
ドのそれぞれから１つずつ流れが進行し、流れの少なくとも１つは、流れが再度合流して
第２の出力を生成する前に、第１の出力に基づいてその強度が変調される、ダイノードを
備え得る。いくつかのそのような実施形態では、ゲートは、直列に配列された（少なくと
も）１組のダイノードを備え得、１組のダイノードの第１のダイノードは、その中に多数
の開口部が構成され、電子パケット内の電子の一部は、その開口部を通じて１組のダイノ
ードの第２のダイノード（第１のダイノードの下流）に到達することができ、第１のダイ
ノードは、単独または第１のダイノード列の一部であり得、第２のダイノードは、単独ま
たは第２のダイノード列の一部であり得、（ｉ）第１のダイノードは少数の電子を通過さ
せる（低透過率）ことができ、第１のダイノードもしくは第１のダイノード列から生じた
二次電子の強度が検出前に調整（減衰）されるか、または、（ｉｉ）第１のダイノードは
多数の電子を通過させる（高透過率）ことができ、第２のダイノードもしくは第２のダイ
ノード列から生じた二次電子の強度が検出前に調整（減衰）されるかのいずれかである。
好ましくは、第１のダイノードまたは第１のダイノード列からの出力と、第２のダイノー
ドまたは第２のダイノード列からの出力とを統合して、第２の出力を形成する。（ｉ）の
場合、例えば、制御可能な電圧を第１のダイノード（または、第１のダイノード列のダイ
ノード）に印加して、ダイノードが放出する検出中の二次電子の数を調整することができ
る。（ｉｉ）の場合、例えば、制御可能な電圧を第２のダイノード（または、第２のダイ
ノード列のダイノード）に印加して、ダイノードが放出する検出中の二次電子の数を調整
することができる。
【００２５】
　多くの代替のゲートタイプを実装できることが理解されよう。代替のゲートは、オプト
エレクトロニクス変調デバイスの形態の光学ゲート、すなわち、光子パケットの強度を変
調するための光シャッタを含み得る。そのような実施形態は、例えば、第１の検出位置の
後、および、電子パケットが光子パケットに変換され、次いで、光子パケットが光遅延線
に沿って移動した後に設けられる、光遅延線の終端部のゲートを操作することができる。
この種の代替のゲートタイプの一例は、第１の電子増幅段（第１の検出位置）の下流に位
置するシンチレータと、場合により、それに続くある長さ（例えば、数メートル、例えば
、１～５メートル）の光ファイバ（すなわち、光遅延）と、次いでそれに続く第１の出力
に基づく制御信号によって制御されるＫｅｒｒセルとを備える。Ｋｅｒｒセルの制御に適
した制御信号を生成するための電子回路については、以下でさらに詳細に説明する。次い
で、Ｋｅｒｒセルの下流の光電子増倍管により最後に検出器が完成し、第２の出力を生成
する。したがって、動作中、第１の検出位置の後、シンチレータ内では電子パケットが光
子パケットを生成し、光子パケットは光ファイバによってＫｅｒｒセルまで運ばれ、Ｋｅ
ｒｒセルでは光子パケットの強度が変調され、光子パケットは光電子増倍管に伝送される
。ナノ材料および／またはＭＥＭＳデバイスに基づくＫｅｒｒセルは、Ｋｅｒｒセルの動
作電圧をさらに許容可能なレベル、例えば、約１００Ｖの領域まで低下させることを可能
にすることができる。したがって、第２の出力の変調に対し、電子パケットの直接変調を
使用できるばかりでなく、例えばＫｅｒｒセルの場合のように、電子パケットから変換さ
れた光子パケットの変調も使用できることが分かる。前述のＫｅｒｒセルまたは別のタイ
プのオプトエレクトロニクス変調デバイスなどの光学ゲートは、説明されている光遅延線
を使用するもの以外の検出システムの他の構成でも使用することができる。別の例では、
光学ゲートは、電子遅延線と組み合わせて使用することができる。例えば、電子パケット
は、例えば、本明細書に記載される飛行管内で遅延させることができ（「電子遅延」）、
本明細書に記載されるように、遅延工程の下流で、遅延させた電子パケットは光子パケッ
トに変換され、それに続いて、光学ゲートを使用して光子パケットの強度が変調され、第
２の出力が生成される。
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【００２６】
　本発明は、二次粒子の強度を変調するための単一の減衰段または単一のゲートを有する
ことに限定されず、本発明は、複数の粒子減衰段、例えば複数のゲートを含み得る。段お
よび／またはゲートは、直列に配列することができる。そのような複数の粒子減衰段はそ
れぞれ、各減衰段後の粒子の出力生成（すなわち、第２の出力および場合によりさらなる
出力など）の有無にかかわらず、独立して使用することができる。
【００２７】
　好ましくは、第１の出力が生成される、および／または、第１の検出器位置が増幅構成
の第１の増幅段の後に位置する。第１の増幅段は、好ましくは、イオンパケットを電子パ
ケットに変換し、さらに、好ましくは、第１の出力をその飽和レベル未満に維持する利得
でパケットを増幅する。好ましくは、第２の出力が生成される、および／または、第２の
検出器位置が増幅構成の第２の増幅段の後に位置する。第２の増幅段は、好ましくは、第
２の出力をその飽和レベル未満に維持する利得でパケットを増幅する。第１の出力を使用
した第２の出力の変調は、好ましくは、第２の出力が飽和レベルまたは非線形状態に達し
ないことを保証するためのものである。例えば、第２の増幅段の前の二次粒子のパケット
の減衰は、パケットが第２の出力の飽和レベルを超えて第２の増幅段で実質的に増幅され
ないことを保証することができる。第１の増幅段は、マイクロチャネルプレート（ＭＣＰ
）、例えば単一のもしくはシェブロン対のＭＣＰ、または、好ましくは、離散ダイノード
電子増倍管を備え得る。簡単な事例では、第１の増幅段は、イオンパケットを電子パケッ
トに変換して増幅するための変換ダイノードのみを備え得、すなわち、さらなるダイノー
ドおよび／またはＭＣＰを備えない。第２の増幅段は、第１の増幅段と同様の構成、例え
ば、マイクロチャネルプレート（ＭＣＰ）、例えば単一のもしくはシェブロン対のＭＣＰ
、または、好ましくは、離散ダイノード電子増倍管を備え得る。しかし、より好ましくは
、第２の増幅段は、一連の離散ダイノードと、それに続く加速間隙と、シンチレータ（好
ましくは、高速シンチレータ）と、光電子増倍管などの光子検出器（光子パケットは、最
終的に、第２の検出位置での検出のために電子パケットに変換し直される）とを備える。
後者の構成は、雑音最小化の観点から有利であり、最後の検出器陽極を仮想のグランド電
位に維持することを可能にする。したがって、増幅構成は、電子増幅段のみを備えること
も、それに加えて、電子パケットを光子に変換して（光子変換）、再度電子パケットに変
換し直す（例えば、光電子増倍管内で）１つまたは複数の中間段を含むこともできる。
【００２８】
　遅延または遅延経路は、好ましくは、その持続時間が実質的にサブマイクロ秒または１
μｓ未満である遅延時間を提供する。遅延または遅延経路は、好ましくは少なくとも１ナ
ノ秒（ｎｓ）、より好ましくは１～５０ｎｓ、好ましくは１～１０ｎｓの遅延時間を提供
する。遅延は、より好ましくは、次の範囲、すなわち、１～５ｎｓ、５～１０ｎｓ、１０
～１５ｎｓ、１５～２０ｎｓ、２０～２５ｎｓ、２５～３０ｎｓ、３０～３５ｎｓ、３５
～４０ｎｓ、４０～４５ｎｓ、４５～５０ｎｓのいずれか１つの範囲内にある。遅延は、
さらにより好ましくは、次の範囲、すなわち、
ａ）１～５ｎｓ
ｂ）５～１０ｎｓ
ｂ）３～２０ｎｓ
ｃ）５～５０ｎｓ
のいずれか１つの範囲内にある。
【００２９】
　別の観点からは、上記の時間帯はこうして、第１および第２の出力間の好ましい時間帯
を表す。
【００３０】
　第１の増幅段と第２の増幅段が存在する場合は、上記の遅延時間は、遅延経路によって
提供される、二次粒子のパケットが第１の増幅段を出てから第２の増幅段に入るまでの時
間である。
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【００３１】
　第１および第２の出力ならびに対応する第１および第２の検出器位置のみが本明細書で
明記されているが、本発明は、それぞれの第３またはさらなる検出器位置からの第３また
はさらなる出力を備え得ることが理解されよう。第３またはさらなる検出器位置はそれぞ
れ、第１および第２の検出器位置の上流、中間または下流に独立して位置し得る。第３ま
たはさらなる出力のいずれも、第２もしくは別の出力を変調するため、および／または、
データ取得システムに供給するためのいずれかに使用することができる。
【００３２】
　第１の検出位置は、電子パケットの少なくとも一部をサンプリング（例えば、検知また
は途中で捕捉）して、第１の出力、すなわち第１の検出信号を生成するためのグリッドま
たは他の手段などの第１の検出手段を備え得る。次いで、第１の出力は、好ましくは、制
御電子回路に供給され、制御電子回路は、第１の出力に応じて、例えば電圧パルスとして
制御信号を生成するように適合され、好ましくは、第２の出力を生成する前に、上記で説
明されるゲートを操作して二次粒子の同じパケットの強度を調整（好ましくは減衰）する
ことによって、第２の出力が変調される。より好ましくは、第２の増幅段の前に、制御信
号によってゲートを操作して二次粒子の同じパケットの強度を調整する。したがって、ゲ
ートは、好ましくは、第２の増幅段の前にも位置するか、または、第２の増幅段の一部で
あるかもしくは第２の増幅段内に位置する。ゲートを操作して二次粒子パケット強度を調
整するための制御信号は、好ましくは、第１の検出器位置のパケットの強度（すなわち、
第１の出力）が閾値、例えば、第２の出力および／またはデータ取得システムの線形動作
に対応する閾値を上回る場合にのみ生成される。ゲートによってパケットを減衰するため
の係数（減衰係数）は、好ましくは、第２の出力を収集するデータ取得システムに供給さ
れ、その結果、データ取得システムは、パケットに適用した減衰係数を第２の出力に乗ず
ることができる。例えば、パケット強度が３の係数で減衰されれば（すなわち、その結果
、その強度は、その非減衰強度の３分の１となる）、その後、第２の出力には３の係数が
乗じられる。
【００３３】
　第２の出力は、好ましくは、データ取得システム供給される。場合により、例えば、低
利得の検出信号を提供するため、第１の出力もデータ取得システムに供給することができ
る。データ取得システムは、好ましくは、前置増幅器と、第２の出力および場合により第
１の出力をデジタル信号に変換するためのアナログデジタル（Ａ／Ｄ）変換器とを備える
。データ取得システムは、好ましくは、デジタル化された第２の出力および場合によりデ
ジタル化された第１の出力を処理するためのデータ処理手段を備え、例としては、ＦＰＧ
Ａ、ＧＰＵなどの１つまたは複数の専用プロセッサおよび／またはＰＣなどの１つまたは
複数の汎用コンピュータが挙げられる。データ取得システムは、好ましくは、電子パケッ
トに適用した減衰係数（存在する場合）を第２の出力に乗ずる。いくつかの実施形態では
、第１の出力および第２の出力（そして、場合により、さらなる出力）によって生成され
たそれぞれのデータストリームは、統合質量スペクトルを生成するため、データ取得シス
テムで任意選択のデータ処理後に合流させることができる。２つ以上のデータストリーム
を合流させるための方法は、質量分析の技術分野で公知であり、例えば、国際公開第２０
０８／０８８６７号パンフレットおよび米国特許第７，２２０，９７０号明細書を参照さ
れたい。しかし、本発明は、有利には、その出力からのデータストリームを異なる利得の
別の出力からのデータストリームと合流させる必要なく、幅広いダイナミックレンジにわ
たって動作するための単一の出力（第２の出力）を可能にする。
【００３４】
　データ取得システムまたは別のデータ処理システムは、第２の出力および場合により第
１の出力を処理して、質量スペクトルを代表するデータを生成することができ、データは
、場合により、例えば、コンピュータファイルに格納および／またはＶＤＵもしくはハー
ドコピーに出力することができる。質量スペクトルを代表するデータを生成するための、
ＴＯＦまたは他の質量分析器からのイオンパケットによって生成された、検出システムか
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らの出力のデータ処理は、当技術分野では周知である。したがって、本発明は、例えば、
第２の出力および場合により第１の出力を処理して、質量スペクトルを代表するデータを
生成したデータ取得システムからの出力として、質量スペクトルを代表するデータを出力
する工程をさらに備え得る。それに応じて、本発明は、質量スペクトルを代表するデータ
を出力するための出力デバイスをさらに備え得る。出力デバイスは、電子表示デバイス（
例えば、ＶＤＵ画面）またはプリンタを備え得る。
【００３５】
　ＴＯＦ質量分析計に特に有用であるが、本発明は、飽和レベルへの到達を回避するため
に検出システムの出力の変調が必要な他のタイプの質量分析計に使用できることが理解さ
れよう。他のタイプの質量分析計は、例えば、これらに限定されないが、透過型四重極型
、イオントラップ型（例えば、線形または３Ｄイオントラップ）、静電トラップ型、イメ
ージ電流検出での軌道上のイオントラップ型（例えば、Ｍａｋａｒｏｖ，Ａｎａｌｙｔｉ
ｃａｌ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，２０００，ｐ．１１５８で説明されているような）または
磁場セクター型質量分析計であり得る。
【００３６】
　ここで、本発明をより完全に理解するため、添付の図面を参照して、本発明のさまざま
な非限定的な例について説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本発明による、検出システムおよび方法の第１の例示的な実施形態を概略的に示
す。
【図２】本発明による、低透過ゲートを備える検出システムおよび方法の第２の例示的な
実施形態を概略的に示す。
【図３】本発明による、高透過ゲートを備える検出システムおよび方法の第３の例示的な
実施形態を概略的に示す。
【図４】本発明による、検出システムおよび方法のための電子回路を開閉する例示的な実
施形態を概略的に示す。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　図１を参照すると、ＴＯＦ質量分析器１０を備える本発明の実施形態が示されており、
ＴＯＦ質量分析器１０は、使用中、当技術分野で公知の質量分析器を通るイオンの異なる
飛行時間に基づくイオンのｍ／ｚに応じてイオンの短パルスを一連の短イオンパケットに
分離する。質量分析器１０は、イオン貯蔵部の有無にかかわらず、線形ＴＯＦ、直交加速
ＴＯＦ、反射ＴＯＦまたは多重反射ＴＯＦであり得る。分離されたパルスイオン源（図示
せず）は、イオンの短パルスの生成およびイオン分離のためのＴＯＦ質量分析器１０への
イオンの短パルスの導入に必要とされ得ることが理解されよう。分離されたイオンパケッ
トのビームは、ＴＯＦ質量分析器１０を出て、アンチダイナトロングリッド１１を経て、
検出システム２に入る。アンチダイナトロングリッド１１には、分析器１０に対して比較
的わずかに負の電位でバイアスが印加され、その結果、分析器内の散乱イオンからの電子
は検出されない。イオンパケットは、最初に、第１の増幅段２０の変換ダイノード２２に
衝突し、変換ダイノードに衝突した各イオンパケットから電子パケットが生成され、各電
子パケット内の電子の数は、それを生成するイオンパケット内のイオンの数に比例する。
第１の増幅段２０は、電子増倍管を備え、電子増倍管は、変換ダイノード２２の後に多数
の離散ダイノード２３を有し、離散ダイノード２３は、電子パケットがダイノード２３に
沿って縦つなぎに移動する際に電子パケットを増幅する。第１の増幅段２０は、代替の実
施形態では、示される離散ダイノード電子増倍管の代わりにまたはそれに加えて、単一の
またはシェブロン対のマイクロチャネルプレート（ＭＣＰ）を備え得る。当技術分野では
周知であるため、分かり易いように、第１の増幅段２０用の電源および電圧は示されてい
ない。
【００３９】
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　第１の増幅段２０によって増幅された電子パケットは、次いで、第１の検出位置に位置
するグリッド２１を通過し、グリッド２１は、各電子パケットの少なくとも一部をサンプ
リングして、第１の出力を生成するが、これについては以下でさらに詳細に説明する。第
１の検出位置で電子パケットのビームをサンプリングするためのグリッド２１の代替の検
出手段は、例えば、イメージ電流検出（高速ＦＥＴを使用）、ダイノードからの直接読み
取り（容量または誘導結合されていてもされていなくともよい）、ビームの一部を途中で
捕捉する高速蛍光体（電気的減結合のため）など、他の実施形態で使用することができる
。第１の出力は、制御電子回路８０に接続され、制御電子回路８０は、第１の出力に基づ
いて、以下でさらに詳細に説明されるように、ゲート５０に印加される１つまたは複数の
電圧を制御することによって、電子パケットのビームを変調する。
【００４０】
　グリッド２１を通過した後、電子パケットのビームは、次に、以下でさらに詳細に説明
されるように、電子パケット用の十分長い飛行経路を提供するように設計された飛行管４
０（遅延線とも呼ばれる）に入り、その後、下流の第２の検出位置で再度検出される。飛
行管４０は、例として、電子が高エネルギー（例えば、数百～数千ｅＶ）で横断するゼロ
もしくは低電場領域、または、電子がダイノードセットに沿って縦つなぎに移動する際の
電子伝播の低速度に起因する遅延の発生を伴い、低い総利得（例えば、０．５～５）を提
供するダイノードセットのいずれか１つを備え得る。示される実施形態では、電子パケッ
トは、飛行管４０にイオンを抽出する抽出光学系３０を通過し、電子パケットのビームに
焦点を合わせ続ける（すなわち、電子ビームのサイズを制限する）飛行管４０内の１つま
たは複数のレンズ４１を通過する。抽出光学系３０は、１つまたは複数の電圧が印加され
るグリッドセットまたは好ましくはグリッドなしの同軸電極セットを備え得る。しかし、
１つまたは複数のレンズ４１は、任意選択であり、すべての実施形態で必要とされるわけ
ではない。１つまたは複数のレンズ４１は、静電または磁気レンズであり得る。例として
、１つまたは複数のレンズ４１は、Ｅｉｎｚｅｌレンズ、油浸レンズおよび／または外側
の管容器４０と同軸の管を含み得る。
【００４１】
　飛行管４０の終端部には、その中を電子パケットのビームが通過するゲート５０が位置
し、以下でさらに詳細に説明されるように、ゲート５０は、パケットごとに電子パケット
の強度を変調するように適合される。
【００４２】
　ゲート５０の後には第２の増幅段６０が続き、第２の増幅段６０は、示される実施形態
では、電子パケット内の電子を光子に変換する高速シンチレータ６５と、光子パケット内
の光子を電子に変換し直す光電子増倍管６７とを備え、最終的には、変換し直された電子
は、第２の検出位置に位置する検出陽極７０によって収集され、第２の検出位置は、収集
された電子パケットから、検出システムからの第２の出力を生成する。シンチレータおよ
び光電子増倍管を使用したそのような構成は、雑音の最小化を可能にし、検出陽極を仮想
のグランドに維持することを可能にする。場合により、第２の増幅段６０は、説明される
ように、１つまたは複数の、例えば１～３個の離散ダイノードと、それに続く加速間隙と
、その次に、高速シンチレータと、光電子増倍管とを順に備え得る。さらに、場合により
、シンチレータと光電子増倍管との間に真空窓を配置し、例えば、交換用に光電子増倍管
への容易なアクセスを可能にすることができる。さらなる代替の実施形態では、第２の増
幅段６０は、第１の増幅段と同様のタイプの増幅段を備え得、例えば、離散ダイノード電
子増倍管および／または単一のもしくはシェブロン対のマイクロチャネルプレートを備え
得る。当技術分野では周知であるため、分かり易いように、第２の増幅段６０用の電源お
よび電圧は示されていない。最終的に、第２の出力は、データ処理のためにデータ取得シ
ステム９０に渡される。データ取得システム９０は、第２の出力をデジタル化し、デジタ
ル化信号を記録および／または処理する。データ取得システム９０は、以下でさらに詳細
に説明されるように、好ましくは、約１００～３００ＭＨｚを上回る帯域幅を有する前置
増幅器と、それに続く、８～１２ビットの垂直ダイナミックレンジ、オンボード処理およ
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び制御電子回路８０からの入力を有する１～４ＧＨｚのＡＤＣとを備える。場合により、
いくつかの実施形態では、データ取得システム９０は、第２の出力を受信してデジタル化
し、デジタル化信号を記録および／または処理する。
【００４３】
　ここで、検出システムの操作、具体的には、第２の出力の変調についてさらに詳細に説
明する。動作中、第１の増幅段２０から出てくる各電子パケットは、各電子パケットの一
部を途中で捕捉するグリッド２１によってサンプリングされ、それにより、電気信号の形
で各パケットから第１の出力が生成され、第１の出力は、グリッド２１が接続されている
制御電子回路８０によってサンプリングされる。第１の増幅段２０による電子パケット増
幅の度合いは、第１の出力と制御電子回路８０が飽和レベルに達しないように構成される
。制御電子回路８０は、グリッド２１からの第１の出力に基づいて、ゲート５０上で１つ
または複数の電圧を生成するよう構成され、好ましくは、制御電子回路８０は、グリッド
２１によって途中で捕捉された電子パケットの強度ひいては第１の出力の大きさ（ひいて
は元のイオンパケットの強度）が閾値を超える場合は常に、ゲート５０上で電圧（通常は
、電圧パルス）を生成するよう構成される。閾値は、通常、検出システムの後続部分（例
えば、第２の増幅段６０）の正常な線形動作の限界に相当する。分かり易いように、以下
の説明ではゲート５０に印加される電圧について言及するが、これは１つまたは複数の電
圧を意味することを理解されたい。このようにゲート５０に印加される電圧は、電圧がゲ
ート上に存在する間、ゲートに近づく電子をはじき出し、それにより、ゲートを通過する
電子パケットを減衰する、すなわちパケット強度を低減するように機能する。したがって
、最終的に下流の第２の検出位置で検出される電子パケットの強度ひいては第２の出力は
、ゲート５０に印加される電圧によって変調されることになる。必要ならば、ゲート５０
によって電子パケットの進行を完全に阻止することができるが、通常の動作では、パケッ
トを通過させ、下流の検出システムまたはデータ取得システムの飽和を引き起こさない許
容レベルまでパケット強度を低減する。制御電子回路８０によって電圧がゲート５０に印
加されない場合（すなわち、途中で捕捉された電子パケットひいては第１の出力ひいては
入射イオンパケットの強度が閾値未満である、例えば、検出システムの後続部分、具体的
には、第２の出力の正常な線形動作範囲内にある場合）は、電子パケットは減衰されず、
未変調のまま、ゲート５０を経て第２の増幅段６０へ、ひいては、データ取得システム９
０によって検出されるように進行することになる。このように、最終的な（第２の）出力
を含む検出システムは、常に、飽和レベル未満に、好ましくは、第２の出力の線形動作の
限界に応じて維持され、高強度の入射イオンパケットに対処する自動修正式である。その
上、検出システムの最も感度が高く、最も利得が高い部分は、それにより、高強度の入射
イオンパケットの影響から保護することができる。好ましい実施形態では、ゲート５０は
、２組の平行ワイヤからなるＢｒａｄｂｕｒｙ－Ｎｉｅｌｓｅｎゲートとして提供され、
奇数ワイヤは、電子回路８０に接続されてそこから制御電圧を受信し、偶数ワイヤは、飛
行管の電位に接続される。電子回路のスイッチ８３から電圧パルスが印加されると、ワイ
ヤ間のあらゆる間隙で電子の偏向が生じ、その結果、電子の大部分がワイヤ上で吸収され
る。そのような構成の変形形態は、電圧パルスをスイッチ８３から印加する際に、ワイヤ
間の多くの（通常、大部分の）間隙における特性を活性化させて電子の進行を完全に阻止
し、ｎ個に１個（例えば１０個に１個）のみの割合で間隙の特性を完全に非活性化して電
子を伝送するように電子回路８０にワイヤを接続するためのものである。制御電子回路８
０は、増幅器８１と比較器８２とを備える。第１の出力は、増幅器８１によって増幅され
、比較器８２において基準信号８４と比較され、それにより、第１の出力が基準に対する
値を超える場合に比較器８２からトリガパルスを形成する。トリガパルスは、電圧スイッ
チ８３を起動して、電圧パルスを制御ゲート５０に伝送する。
【００４４】
　ゲート５０の操作は、遅延線を通る電子パケットの移動と同期化され、その結果、電子
パケットは第１の出力を生成し、制御電子回路は、その電子パケットからの第１の出力に
基づいてゲートを操作し、それにより、電子パケットがゲートを通過する際に、その同じ
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電子パケットの強度を適切に変調するか、または、未変調のままとする。したがって、提
供される遅延は、制御電子回路が、時間内にゲートを操作し、ゲート制御電圧が基づく第
１の出力を生成したものと同じ電子パケットを変調するのに十分であるはずである。他方
では、第１の出力を生成する電子パケットのビームの途中捕捉とゲート５０の起動との間
のそのような遅延は、対応する飛行管４０の長さを定義するため、できる限り短いもので
あるべきである。現在利用可能な技術を使用すると、遅延は、好ましくは、５～１０ｎｓ
の範囲にある。例えば、１ｋｅＶの平均電子エネルギーに対し、１００ｍｍの連続した飛
行の長さは、約５ｎｓの遅延を提供する。これは、遅延線の許容可能な長さであり、時間
スケールは、現在利用可能な電子回路が特定の電子パケットを変調するのに十分である。
したがって、非常に高強度の電子パケットがゲートに達する前にゲートを起動することを
保証することが重要である。いくつかの実施形態では、減衰率は、便宜上、ビットシフト
操作（すなわち、２の累乗での減衰）の結果として強度変調を実行できるようなものであ
り得る。
【００４５】
　ゲート５０に電圧を印加する場合は常に、ゲートは、ゲートを通過する電子パケットを
減衰係数（好ましくは、２～２０、より好ましくは１０～２０の範囲）で減衰させる。減
衰係数は、機器の校正の間にゲートに印加された電圧に関連し得る。校正自体は、校正分
子の同位体分布を利用することができる。同位体比は、高強度ピークの数パーセント内に
正しく維持すべきである。データ取得システム９０は、ゲート電圧が印加された場合は、
その後、その減衰係数を第２の出力に乗ずる（電圧が印加されなかった場合は、１を乗ず
る）。あるいは、他の実施形態では、第２の出力は、ゲートへの電圧印加の有無を示す追
加のビットとともに、データ取得システムから下流のコンピュータに送信され、それによ
り、コンピュータは、事前に校正された減衰係数を使用して第２の出力を補正する。
【００４６】
　ゲート５０は、アナログまたはデジタル方式のいずれかで操作することができる。アナ
ログ操作では、電子パケットの減衰は、校正手順によってある値で選択された最適な減衰
電圧で、ゲート５０上の電圧の関数、例えば、単調関数となるように構成することができ
る。アナログ操作の利点は、減衰係数の調節可能性であり、その主な不利な点は、受信信
号の強度に対して起こり得るこの係数の依存性である（空間電荷効果を介して電子のエネ
ルギーおよび角度分布に影響を及ぼすため）。図１に示される実施形態は、通常、アナロ
グ操作で実施される。デジタル操作については、図２および３を参照して、以下でさらに
詳細に説明する。
【００４７】
　検出システムの典型的な感度および利得の例は以下の通りである。数百ＭＨｚの帯域幅
で確実に検出するため、途中で捕捉される電子パケットは、好ましくは少なくとも３、よ
り好ましくは少なくとも５の信号対雑音比で検出されるべきである。実際には、これは、
電子パケットが少なくとも約２００，０００～６００，０００の素電荷または約３０～１
００フェムトクーロンを含有すべきであることを意味する。次いで、第１の出力は、制御
電子回路８０の増幅器８１によって確実に増幅され、比較器８２上でトリガパルスを形成
し、電圧スイッチ８３を起動してゲート５０に電圧パルスを伝送することになる。検出シ
ステムの感度が単一イオンのみを含有する入射イオンパケットを検出するように調整され
れば、高ダイナミックレンジの増幅段２０および６０ならびに高性能データ取得システム
９０（例えば、１０または１２ビットのＡＤＣを含む）を使用したとしても、線形ダイナ
ミックレンジは、通常、１つのパケットで数百のイオン（例えば、約１００～３００個の
イオン）にとどまり得る。次いで、制御電子回路８０の確実な操作は、好ましくは、第１
の段２０の増幅が約１０００～３０００の範囲にあるべきであることを必要とする。また
、各段２０または６０を線形範囲内に維持するため、その最大出力は、パルス１つ当たり
約５×１０7～１０8個の電子を超えてはならず、それにより、検出システムの総利得は、
イオン１つ当たり約５×１０5個の電子に限定され、これは、約２００～３００の第２の
増幅段６０の利得に相当する。大体の目安として、電子増倍管のダイノードは、そのエリ
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アの１平方センチメートルにつき約１～５クーロンの電荷が抽出されるまで機能する。し
たがって、増倍管の交換が必要となるまでに、約１０11個の最大パルスを検出することが
でき、実際には、最大数週間または数カ月間の間に、１秒当たり最大約１０4～１０5個の
最大パルスを検出することができる（直交加速ＴＯＦ分析器の場合は１ショット当たり約
１～１０個の高強度パルス、および、多重反射ＴＯＦ分析器の場合は１ショット当たり約
１００～１０００個の高強度パルスに大体値する）。前述の説明は、現在利用可能な技術
に基づくものであり、そのような数値は、技術の性能が向上するにつれて変化し得る。
【００４８】
　好ましくは、本発明は、起こり得る最悪の事例において、依然として出力がパルス１つ
当たり約５×１０7～１０8個未満の電子にとどまるように、第２の段において高強度パル
スの増幅を減衰することを目標とする。実際には、正常な減衰操作範囲は、少なくとも３
倍または５倍で重複すべきであり、したがって、各範囲が２００～３００のダイナミック
レンジをカバーする場合、組み合わされたシステムは、単一のスペクトルにおいて１０，
０００～２０，０００のダイナミックレンジが可能であり得、１秒間のデータ取得時間で
１０6をはるかに上回ることが可能であり得る。これにより、ＴＯＦ分析器は、１秒当た
り１０10個のイオンに達し得る現代のイオン源から来るイオンのフロー全体の１００％の
伝送に適合される。
【００４９】
　上記で簡潔に述べるように、ゲート５０の操作は、アナログまたはデジタル方式のいず
れかで実施することができる。アナログ操作は、図１を参照して説明してきた。デジタル
操作の１つのモードでは、電子ビームの減衰は、アナログ操作でのように単調関数として
変化させるよりむしろ、ゲート５０上のパルス電圧の関数として急激な降下を示すよう構
成することができる。これは、例えば、多数の、例えば、大多数の透過チャネルにゲート
５０を分割することによって（例えば、そこを通る開口部またはチャネルを有するメッシ
ュまたはダイノード、すなわち有孔ダイノードとしてゲートを構成することによって）達
成することができる。電子は、いかなる障害も他のチャネルの通過に対する阻止もなく、
チャネルのある割合（小さな割合または大きな割合のいずれかであり得る）を通して移動
させることができる。図１の実施形態は、ゲート５０として機能するそのようなゲートを
用いて、このように操作することができる。
【００５０】
　特にデジタル操作に適したさらなる好ましい実施形態は、ここで図２および３を参照し
て説明されるように、ゲートチャネルの設計に応じて分類することができる。
【００５１】
　低透過ゲートチャネル：図２では、検出システムの別の実施形態が示されており、一般
にゲート５０までは図１に示される通りである。それに応じて、同様の参照番号は、同様
のコンポーネントを指す。図２の実施形態では、ゲート５０は、第１のダイノード５１の
エリアにわたって、好ましくは一様に分布された、小さな開口部５３を有すること（有効
ダイノード）によって構成され、その結果、電子パケット内のすべての電子のごく一部（
例えば、１～１０％）のみがチャネルを通過し、第２のダイノード５２に衝突する。正の
電圧パルスをダイノード５１に印加することによって（電圧は、第１の出力に基づいて、
制御電子回路８０によって印加される（図１で制御電子回路８０がゲート５０に電圧を印
加する方法と同じ方法で））、ダイノード５１から生成された二次電子５６は、第２の増
幅段の１つまたは複数のさらなるダイノード６１セットへの移動が拘束され得、それによ
り、電子パケットが減衰される。しかし、ダイノード５２から生成された二次電子５７は
、対応する１つまたは複数のさらなるダイノード６２セットへの移動が常に可能である。
ダイノード５１およびダイノード５２から発生する二次電子の経路は、シンチレータ６５
上で再度合流し、光電子増倍管６７の陽極７０上で検出信号を生成し、この検出信号はシ
ステムからの第２の出力である。電子輸送時間およびダイノード６１、６２の利得は、い
かなる質量ピークシフトもデータ取得システム９０の飽和も排除するように調整すること
ができる。この実施形態では、ゲートはデジタル操作され、その結果、ダイノード５１に
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印加された電圧により、放出された二次電子のさらなるダイノード６１への到達が急激に
停止され、これは、すなわち、減衰が起こらない（電荷が印加されない場合）か、または
、電子パケットの減衰が、検出された第２の出力からの、ダイノード５１からの電子の損
失に対応する固定の減衰係数によるものであるかのいずれかをもたらす。しかし、図２に
おいてダイノード５１に印加された減衰電圧パルスの高さが不十分である場合は、依然と
して、電子分布の高方のエネルギーテールの電子の一部が最終的な検出部まで到達するた
め、アナログモードが優勢となる。
【００５２】
　高透過ゲートチャネル：図３では、検出システムのさらに別の実施形態が示されており
、この場合もやはり、一般にゲート５０までは図１に示される通りである。図３の実施形
態では、ゲート５０は、この場合もやはり、第１のダイノード５１のエリアにわたって、
好ましくは一様に分布された、小さな開口部を有することによって構成され、この場合は
、非常に高い透過率を有し（例えば、電気エッチングが施されたグリッドまたは電着グリ
ッドである）、その結果、すべての電子のごく一部（例えば、１～１０％）のみがそれに
衝突し、他のすべての電子は通過して、ダイノード５１の後ろに位置する第２のダイノー
ド５２に衝突し、その結果、ダイノード５２からの二次電子は、高透過率の有孔ダイノー
ド５１を通過して次の増幅段６０に移動することができる。正の電圧パルスをダイノード
５２に印加することによって（電圧は、第１の出力に基づいて、制御電子回路８０によっ
て印加される（図１で制御電子回路８０がゲート５０に電圧を印加する方法と同じ方法で
））、そこからの二次電子は、ダイノード５１の通過が拘束され得、それにより、電子パ
ケットが減衰され、その結果、ダイノード５１の前面からの電子のみが第２の増幅段６０
（図３に示される実施形態では、シンチレータ６５と光電子増倍管６７である）まで到達
し、検出される。異なる実施形態では、高透過率のダイノード５１およびダイノード５２
は、図２のものと同様に配置することができ、その結果、ダイノード５１からの二次電子
は、ダイノードセット６１を通って移動し、ダイノード５２からの二次電子は、ダイノー
ドセット６２を通って移動し、陽極７０上で最終的に合流し、正の電圧パルスをダイノー
ド５２に印加することによって、そこからの二次電子は、ダイノードセット６２への移動
が拘束され得、それにより、電子パケットが減衰される。この実施形態でも、ゲートはデ
ジタル操作され、その結果、ダイノード５２に印加された電圧により、放出された二次電
子の検出が急激に停止され、これは、すなわち、減衰が起こらない（電荷が印加されない
場合）か、または、電子パケットの減衰が、検出された第２の出力からの、ダイノード５
２からの電子の損失に対応する固定の減衰係数によるものであるかのいずれかをもたらす
。しかし、図３においてダイノード５２に印加された減衰電圧パルスの高さが不十分であ
る場合は、依然として、電子分布の高方のエネルギーテールの電子の一部が最終的な検出
部まで到達するため、アナログモードが優勢となる。
【００５３】
　図４では、制御電子回路８０の開閉の好ましい実施形態が、コンポーネントを通じた特
有の伝播遅延ｔp（すなわち、信号がコンポーネントの横断に要する時間）とともに示さ
れる。該当する場合、図１～３で使用されるものと同じ参照番号を使用して、同じコンポ
ーネントを示す。図４に示される例では、第１の出力がグリッド２１よりむしろダイノー
ド２３の１つから入手されるという点において、検出システムのさらなる変形形態が存在
する。したがって、すべての実施形態においてグリッド２１は不要である。しかし、第１
の出力は、図１を参照して上記で説明されるように、グリッド２１から入手することも可
能である。第１の出力である電気信号は、最初に増幅器８１に供給される。増幅器８１は
、電圧増幅器または電流電圧変換器として機能する高速オペアンプであり、通常、１．５
ｎｓ未満のｔpを有する。次に、振幅弁別器およびパルス検出器１８２は、増幅された第
１の出力を受信して、それを閾値電圧または電流１８３と比較する（増幅された第１の出
力が電圧かまたは電流かに応じて）。したがって、振幅弁別器およびパルス検出器１８２
は、１つまたは複数の電圧または電流の比較器に基づく回路である。振幅弁別器およびパ
ルス検出器１８２は、閾値を上回る信号が現れる場合は、例えば、定比率波高弁別器（Ｃ
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ｏｎｓｔａｎｔ　Ｆｒａｃｔｉｏｎ　Ｄｉｓｃｒｉｍｉｎａｔｏｒ）（ＣＦＤ）でもデジ
タルパルス１８７を提供する他のデバイスでもあり得る。したがって、必要な弁別レベル
は、閾値電圧または電流１８３によって設定される。振幅弁別器およびパルス検出器１８
２は、受信信号が弁別レベルを超える場合に、データ取得システム（ＤＡＱ）９０に対す
る「低利得」フラグ信号１８５を追加で提供し、その結果、ＤＡＱは、システムから検出
された第２の出力に適切な減衰係数を乗ずることができる。あるいは、ＤＡＱによってデ
ータ信号強度の急上昇から信号の減衰を検出することが可能であり得、それにより、低利
得フラグの使用を省略することができる。振幅弁別器およびパルス検出器１８２は、通常
、１ｎｓ未満のｔpを有する。ＨＶパルス形成器２０５は、振幅弁別器およびパルス検出
器１８２からデジタルパルス１８７を受信し、それに応じて、ＨＶパルス２１０を生成し
、ＨＶパルス２１０はゲート５０に接続され（図４で、概略的に示される）、ゲートを通
過する電子を減衰する。ＨＶパルス形成器２０５は、例えば、アバランシェおよび／また
は再生スイッチに基づくＨＶモノフロップであり得、鋭角（１ｎｓ未満）で明確なパルス
持続時間（例えば、１０～４０ｎｓ）を有するＨＶパルスを生成する。ＨＶパルス形成器
２０５は、通常、２．５ｎｓ未満のｔpを有する。したがって、制御電子回路８０全体は
、５ｎｓ未満の増幅器の入力からＨＶパルス形成器の出力までの総伝播遅延ｔpを有する
ことが分かる。一般に、制御電子回路８０全体は、好ましくは１０ｎｓ未満、より好まし
くは５ｎｓ未満の増幅器の入力からＨＶパルス形成器の出力までの総伝播遅延ｔpを有す
る。前述の変形形態では、パルス形成器の出力は、ゲート５０と容量結合することもでき
、その場合、当業者に公知のように、パルスの立ち上がり時間および立ち下がり時間に支
障を来すことがないように、一続きのＲＣを選択すべきである。
【００５４】
　ゲート５０は、通常そのピーク高さの１０％での電子パケットのピーク幅以下であり、
そのピーク高さの３０％での電子パケットのピーク幅以下であり得る時間の間、ゲートで
受信した電子パケットを減衰するため、毎回最適に操作される。これにより、システムは
、通常、電子強度が弱まる際に、より感度の高い（非減衰）モードに戻すことができる。
パルスを印加した後でも依然として電子ピークの強度が高過ぎる場合は、次のＨＶパルス
が形成され、印加され、と続く。しかし、いくつかの実施形態では、ゲートは、この時間
より長い時間の間操作することができる。ゲートは、通常１０～４０ｎｓの範囲の時間の
間、操作する（電圧パルスによって通電する）ことができ、すなわち、各電圧パルスが印
加される。しかし、いくつかの実施形態では、ゲートは、この時間より短い時間または長
い時間の間操作することができ、特に、２つ以上のパルスによって連続して操作する場合
がこれに該当する。次いで、データ取得システムまたは他のデータ処理デバイスは、好ま
しくは、すべての減衰された電子パケットからの第２の出力に減衰係数が乗じられるよう
に、ゲートの操作の間のすべてのデータポイントで減衰された第２の出力に乗じる。
【００５５】
　本発明は、好ましくは、少なくとも２つの電子増幅段を有する検出システム内部の効率
的増幅または利得を動的に調整することによって、検出器コンポーネントとデータ取得シ
ステムの両方をそれらの正常な線形動作（正常なダイナミックレンジ）内に維持すること
を可能にする電子回路を組み込む検出システムを提供できることが分かる。利得の動的調
整は、好ましくは、増幅システムの第１の増幅段の出力として、所定の電子パケットから
第１の電子信号を手に入れ、遅延線（例えば、飛行管）に沿って電子を導き、第１の電子
信号に基づいて、必要ならば、遅延線の終端部でゲートを同時にオンに切り替え、所定の
同じ電子パケットの強度を減衰することによって実施される。ゲートの後は、電子は、さ
らに、第２の増幅段を通過し、第２の出力として検出可能な電子信号を生成する。
【００５６】
　また、第１および第２の出力間で光減結合を提供することも実現可能であり、電子は、
第１の出力の検出位置でまたはその後で光子に変換され、光子は、光遅延線（例えば、数
メートル長の光ファイバ）を通ってオプトエレクトロニクス変調デバイスへ移動し、次い
で、光子は、例えば、二次電子放出またはアバランシェダイオードまたはダイオードのア
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レイのいずれかを使用する光電子増倍管によって電子に変換される。
【００５７】
　検出システムは、例えば、検出システムのコンポーネントに印加する電圧を適切に変化
させることによって、正イオンまたは負イオンのいずれかを検出するように設計できるこ
とが理解されよう。
【００５８】
　本明細書では、イオンは、荷電粒子の一例として使用されるが、本発明は、イオン以外
の荷電粒子と同等に使用することができる。
【００５９】
　特許請求の範囲を含めて本明細書で使用されるように、文脈上別段の指示がない限り、
本明細書の用語の単数形は、複数形を含むものと解釈すべきであり、その逆も同様である
。例えば、文脈上別段の指示がない限り、特許請求の範囲を含めて本明細書での「１つの
（ａ）」または「１つの（ａｎ）」などの単数形での言及は、「１つまたは複数の」を意
味する。
【００６０】
　本明細書の説明および特許請求の範囲を通して、「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｅ）」、「
含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」および「含有する（ｃｏｎ
ｔａｉｎ）」という用語およびそれらの用語の変形語、例えば、「備える（ｃｏｍｐｒｉ
ｓｉｎｇ）」および「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｅｓ）」などは、「これらに限定されない
が、～を含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ　ｂｕｔ　ｎｏｔ　ｌｉｍｉｔｅｄ　ｔｏ）」を意味
し、他のコンポーネントを除外することを意図しない（除外しない）。
【００６１】
　本発明の前述の実施形態の変形形態は、本発明の範囲内に収まる間は作成が可能である
ことが理解されよう。本明細書で開示されている各特徴は、特に明記しない限り、同じ、
均等なまたは同様の目的にかなう代替の特徴と交換することができる。したがって、特に
明記しない限り、開示されている各特徴は、一般的な一連の均等なまたは同様の特徴の単
なる例示である。
【００６２】
　本明細書で提供されているありとあらゆる例または例示的な言語（「例えば（ｆｏｒ　
ｉｎｓｔａｎｃｅ）」、「～など（ｓｕｃｈ　ａｓ）」、「例えば（ｆｏｒ　ｅｘａｍｐ
ｌｅ）」および同様の言語）の使用は、単に本発明をより良く例示することを意図し、特
に請求しない限り、本発明の範囲を限定することを意味しない。本明細書内のいかなる言
語も、本発明の実践に不可欠なものとして請求されていない要素を意味するものと解釈し
てはならない。
【００６３】
　本明細書で説明されているいかなる工程も、特に明記しない限り、または、文脈上他の
意味に解すべき場合を除き、任意の順番でまたは同時に実行することができる。
【００６４】
　本明細書で開示されている特徴はすべて、そのような特徴および／または工程の少なく
ともいくつかが相互排他的である組合せを除いて、いかなる組合せでも組み合わせること
ができる。具体的には、本発明の好ましい特徴は、本発明のすべての態様に適用可能であ
り、いかなる組合せでも使用することができる。同様に、不必要な組合せで説明されてい
る特徴は、別々に（組み合わせることなく）使用することができる。
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